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特定技能１号のポイント 
  
Ẇ Ḳể ḯỈּפ Ệּפ פֿ ḯ  
 ệ  
Ẇ Ḳ ṕ Ễ ︡  
 Ṗ 
Ẇ Ḳ   
 ṕ Ễ ︡  
 Ṗ 
Ẇ Ḳ  ךּ
Ẇ  

特定技能２号のポイント 
 
Ẇ Ḳễ ḯể Ỉּפ פֿ  
Ẇ Ḳ  
Ẇ Ḳ   
Ẇ Ḳ ṕ ḯ Ṗ 
Ẇ  
  

Ẇ 特定技能１号Ḳ ︣ ︣ ︣ ︣  
וֹ           
Ẇ 特定技能２号Ḳ ︣ ︡ ︣ ︣ וֹ  
  

Ḳ ḯ ṇ ḯ ḯ ḯ ḱ ḯ 
ṕểỆ Ṗ ḯ ḱ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ  

ṕ Ễ Ễ Ṗ 

Ѱ↓  Ū᷀ ǲǫǋǭ 

【就労が認められる在留資格の技能水準】 
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１ 受入れ機関が外国人を受け入れるための基準 
צּ   ṕ Ḳ צּ Ṗ 
צּ   ṕ Ḳệ ḱ צּ  Ṗךּ
  ︣ טּ ṕ Ḳ צּ קּ קּ Ṗ 
  ︣ צּ ṕ Ḳ ṇ Ṗ 
 
２ 受入れ機関の義務 
  ṕ Ḳ  Ṗלּ
   
   ẓ ּך ḯ Ḯ 
     ︣ ể ︣Ḯ 
   
ṕ Ṗ Ṍ וֹ שּ ḯפּ  
פּ      ḯ וֹ כֿ טּצּ Ḯ 

Ѱ↓  ū֞Њȓ ǯ ǲǫǋǭ 

受入れ機関について 

 
１ 登録を受けるための基準 
צּ   ṕ Ḳệ ḱ צּ  Ṗךּ
  ︣ טּ ṕ Ḳ צּ קּ קּ Ṗ 
 
２ 登録支援機関の義務 
   
   
ṕ Ṗ אל כֿ טּצּ Ḯ 
 

出入国在留管理庁 

登録支援 
機関 

受入れ 
機関   

  

 外国人 

届出 
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指
導
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指
導
・助
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届
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指
導
・助
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立入検査 
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改善命令 

雇
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契
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届出 

支援 支援 

 

登録支援機関について 
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Ѱ↓ Ŭᾦҥ ỒȅǮǵ ȓ 

受入れ機関での就労開始 

〔受入れ機関と雇用契約の締結〕 
受入れ機関等が実施する事前ガイダンス等 

健康診断の受診 

日本国内に在留している外国人 
（中長期在留者） 

海外から来日する外国人 

在外公館 

査証発給 

＜技能試験＞ 
 ・特定産業分野の業務区分に対応する試験 
＜日本語試験＞ 
 ・国際交流基金日本語基礎テスト 
  （国際交流基金） 
     又は 
 ・日本語能力試験（Ｎ４以上） 
  （国際交流基金・日本国際教育 
   支援協会） 
  など 

試験（技能・日本語）
は免除  

試験（技能・日本語）
に合格  

在留資格変更許可申請  

試験（技能・日本語）
は免除  

国外試験 

（技能・日本語）に合格  

査証申請 

入国  

地方出入国在留管理局 

在留資格認定証明書交付申請  

在留資格認定証明書交付 在留資格変更許可 

β受入れ機関の職員等による代理申請 

β受入れ機関等から送付された在留資格認定証明
書を，在外公館へ提出 

β本人申請が原則 

〔外国人本人の要件〕 
○１８歳以上であること 

○技能試験及び日本語試験に合格していること（技
能実習２号を良好に修了した外国人は免除） 
○特定技能１号で通算５年以上在留していないこと 

○保証金を徴収されていないこと又は違約金を定め
る契約を締結していないこと 

○自らが負担する費用がある場合，内容を十分に理
解していること  
 など 

審査 

受入れ機関に在留資格認定証明書を送付 

審査 

在留カードの交付 

在留カードの交付 

β後日交付の場合あり 

審査 

技能実習２号を 
良好に修了した 

外国人 

新規入国予定 
の外国人 留学生など 

技能実習２号を 
良好に修了した 

外国人 

 

求人募集に直接申し込む／民間の職業紹介事業者による求職のあっせん 求人募集に直接申し込む／ハローワーク・民間の職業紹介事業者による求職のあっせん 

〔入国後（又は在留資格の変更後），遅滞な
く実施すること〕 

○受入れ機関等が実施する生活オリエン
テーションの受講 

○住居地の市区町村等で住民登録 

○給与口座の開設 

○住宅の確保 

 など 
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Ẇ ḯể ︡ ṡ ể Ṣ פּ כֿלּ צּ קּ לּ
︣ ḯ ︣ ṕể Ḯ
ṡ Ṣ ḮṖלּךּ ︡ḯ קּ וֹ  Ḯךּ

 

■ 支援計画の作成  
・受入れ機関は，在留諸申請（β）に当たり，支援計画を作成し，当該申請の際にその他申請書類と併せて提出しなけれ
ばならない。 
β 特定技能１号に関する在留資格認定証明書交付申請，在留資格変更許可申請等 

■ 支援計画の主な記載事項  
・職業生活上，日常生活上又は社会生活上の支援として必要であるとして省令で定められた１０項目（５ページ参照）の実
施内容・方法等 

・支援責任者及び支援担当者の氏名及び役職等 

・支援の実施を契約により他の者に委託する場合の当該他の者の氏名及び住所等 

・登録支援機関（登録支援機関に委託する場合のみ） 

■ 支援計画実施の登録支援機関への委託  
・受入れ機関は，支援計画の全部又は一部の実施を他の者に委託することができる（支援委託契約を締結）。 

・受入れ機関が支援計画の全部の実施を登録支援機関（６ページ参照）に委託する場合には，外国人を支援する体制が
あるものとみなされる。 

・登録支援機関は，委託を受けた支援業務の実施を更に委託することはできない。（支援業務の履行を補助する範囲で
通訳人などを活用することは可能） 

ẑ Ễ ךּ ḯ צּ  Ḯךּ



ǵ ū 
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①事前ガイダンス 
・雇用契約締結後，在留資格認定証明書交付申
請前又は在留資格変更許可申請前に，労働条
件・活動内容・入国手続・保証金徴収の有無等
について，対面・テレビ電話等で説明 

②出入国する際の送迎 
・入国時に空港等と事業所又は住居への送迎 

・帰国時に空港の保安検査場までの送迎・同行 

③住居確保・生活に必要な契約支援 
・連帯保証人になる・社宅を提供する等 

・銀行口座等の開設・携帯電話やライフライン
の契約等を案内・各手続の補助 

④生活オリエンテーション 
・円滑に社会生活を営めるよう日本
のルールやマナー，公共機関の利用
方法や連絡先，災害時の対応等の説
明 

⑥日本語学習の機会の提供 
・日本語教室等の入学案内，日本語
学習教材の情報提供等 

⑦相談・苦情への対応 
・職場や生活上の相談・苦
情等について，外国人が十
分に理解することができる言
語での対応，内容に応じた
必要な助言，指導等 

⑧日本人との交流促進 
・自治会等の地域住民との交流の場や，地域
のお祭りなどの行事の案内や，参加の補助等 

⑨転職支援（人員整理等の場合） 
・受入れ側の都合により雇用契約を解除する
場合の転職先を探す手伝いや，推薦状の作成
等に加え，求職活動を行うための有給休暇の
付与や必要な行政手続の情報の提供 

⑩定期的な面談・行政機関への通報 
・支援責任者等が外国人及びその上司等と定
期的（３か月に１回以上）に面談し，労働基準
法違反等があれば通報 

⑤公的手続等への同行 
・必要に応じ住居地・社会保
障・税などの手続の同行，書類
作成の補助 

 



ǯǶ 

登録支援機関になろうとする者 登録支援機関 

受入れ機関 
１号特定技能

外国人 

①登録申請 

地方出入国在留管理局 

届出 

（支援実施状況，
変更事項等） 

③登録通知 

④登録後 

β登録簿に登録 

支援計画の全部の実施 

β持参又は郵送 

②登録の要件確認 
・指導・助言 

・報告又は資料の 
  提出要求 

・登録の取消し 雇用 
契約 

支援委託契約 

（支援計画の全部の実施を
委託） 

 
○ 登録支援機関は，受入れ機関との支援委託契約により，支援計画に基づく支援の全部の実施を行う。 
○ 登録支援機関になるためには，出入国在留管理庁長官の登録を受ける必要がある。 
○ 登録を受けた機関は，登録支援機関登録簿に登録され，出入国在留管理庁ホームページに掲載される。 
○ 登録の期間は５年間であり，更新が可能である。 
○ 登録には申請手数料が必要である。（新規登録２万８，４００円，登録更新１万１，１００円） 
○ 登録支援機関は，出入国在留管理庁長官に対し，定期又は随時の各種届出を行う必要がある。 
 

登録支援機関とは 

 

登録支援機関になろうとする個人又は団体 
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Ẇ ḯ ︡ḯ וֹ  Ḯךּ
Ẇ ּך אל ךּ Ḯ 

 

■ 受入れ機関の届出 β違反の場合，指導や罰則の対象 

 【随時の届出】 

・特定技能雇用契約の変更，終了，新たな契約の締結に関する届出 

・支援計画の変更に関する届出 

・登録支援機関との支援委託契約の締結，変更，終了に関する届出 

・特定技能外国人の受入れ困難時の届出 

・出入国又は労働関係法令に関する不正行為等を知ったときの届出 

【定期の届出】 

・特定技能外国人の受入れ状況に関する届出（例：特定技能外国人の受入れ総数，氏名等の情報，活動日数，場所，業務内容等） 

・支援計画の実施状況に関する届出（例：相談内容及び対応結果等）β支援計画の全部の実施を登録支援機関に委託した場合を除く 

・特定技能外国人の活動状況に関する届出（例：報酬の支払状況，離職者数，行方不明者数，受入れに要した費用の額等） 

■ 登録支援機関の届出 β違反の場合，指導や登録の取消しの対象 

 【随時の届出】 

・登録の申請事項の変更の届出 

・支援業務の休廃止の届出 

【定期の届出】 

・支援業務の実施状況等に関する届出（例：特定技能外国人の氏名等，受入れ機関の名称等，特定技能外国人からの相談内容及び対応状況等） 

ₒ ₓβ ╣ ≤╙⌐ 
ủ ↔≤⌐ ─ ⅛╠ ⌐  
ᵑ ⅛╠ ╕≢ 
ᵒ ⅛╠ ╕≢ 
ᵓ ⅛╠ ╕≢ 
ᵔ ⅛╠ ╕≢ 



 
 

●●省（分野所官省庁）（事務局），特定技能所属
機関，業界団体，法務省，警察庁，外務省，厚生労
働省，学識経験者（任意） 等  

  

 
  
  

       
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ẇ ḯ פֿ צּ ︣ Ḯ 
Ẇ ּךּף ḯ ḯ צּ וֹ  ḯלּ

ḯ ḯפּ פֿ ︡ḯ  Ḯלּ

ὑ ǲǑǘȒѝ ѩǵӲ ̝ǲǫǋǭ 

 

 
構成員                                                                        

 
中央単位 
（実施状況を踏まえつつ地域単位の組織を検討） 

組織単位 イメージ 

 
 

Ẇ  
Ẇ ︣  
Ẇ ︣ ḱ  
Ẇ ḱ  
Ẇ ḯ נּ ḱ ṕ

צּ ︣ Ṗ 
Ẇ ּפ ḱ ḱ   

活動内容 

╩ ↑
╣╢ ≡─ ╣
│ ─ ⌐

⌂╢↓≤⅜  

ṕ Ṗ ךּףּ ḯ צּ ︣ ︣ כֿ צּ ḯ צּ Ḯ 
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【特例措置の趣旨】 
 ２０１９年４月１日に改正入管法が施行されたところ，「技能実習２号」修了者（建設特例・造船特例による「特定活動」で在留中
の者も含む。）は，「特定技能１号」の技能試験・日本語試験の合格を免除されるため，登録支援機関の登録手続等の「特定技能
１号」への変更準備に必要な期間の在留資格を措置する。 

【特例措置の概要】 
「特定技能」の新設に伴い，当面の間，「特定技能１号」に変更予定の一定の外国人に「特定活動」（就労可）を付与 

【想定される手続の流れ】 
２０１９年９月末日までに従前の在留期間が満了予定 
⇒ 就労継続を希望する場合，「特定活動」への変更許可申請  ⇒  変更許可（在留期間４月）  
 ⇒ 準備でき次第，「特定活動」から，「特定技能１号」への変更許可申請 
  ⇒ 所定の基準に適合すれば，「特定技能１号」への変更許可 （※ 「特定活動」で在留した期間は，特定技能１号の上限５年に算入） 

  【特例措置の内容】 
  ○ 対象者                       

   「技能実習２号」で在留した経歴を有し，現に「技能実習２号」，「技能実習３号」，「特定活動」（外国人建設就労者又は造船就労者とし 
   て活動している者）のいずれかにより在留中の外国人のうち， ２０１９年９月末までに在留期間が満了する者 

  ○ 許可する在留資格・在留期間： 「特定活動（就労可）」，４月（原則として更新不可） 
  ○ 許可するための要件（以下のいずれも満たすことが必要） 
   ① 従前と同じ事業者で就労するために「特定技能１号」へ変更予定であること 
   ② 従前と同じ事業者で従前の在留資格で従事した業務と同種の業務に従事する雇用契約が締結されていること 
   ③ 従前の在留資格で在留中の報酬と同等額以上の報酬を受けること 
   ④ 登録支援機関となる予定の機関の登録が未了であるなど，「特定技能１号」への移行に時間を要することに理由があること 
   ⑤ 「技能実習２号」で１年１０か月以上在留し，かつ，修得した技能の職種・作業が「特定技能１号」で従事する特定産業分野の 
    業務区分の技能試験・日本語試験の合格免除に対応するものであること 
   ⑥ 受入れ機関が，労働，社会保険及び租税に関する法令を遵守していること 
   ⑦ 受入れ機関が，欠格事由（前科，暴力団関係，不正行為等）に該当しないこと 
   ⑧ 受入れ機関又は支援委託予定先が，外国人が十分理解できる言語で支援を実施できること  
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基本方針・分野別運用方針・主務省令等について 
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ὑ ǵ᷀ ǲ͜ȒѰ↓ǵ ǲ ǠȒḨ ǵ  

特定技能１号 特定技能２号 

技能水準 相当程度の知識又は経験を必要
とする技能（β） 

・ 

熟練した技能（β） 

１ 

日本語能力
水準 

ある程度日常会話ができ，生活
に支障がない程度を基本とし，業
務上必要な日本語能力（β） 

 
Ṩ 

在留期間 通算で５年を上限 在留期間の更新が必要 

家族の帯同 基本的に不可 可能 
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特定技能の在留資格に係る制度の適正な運用を図るために定める特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する 
  基本方針（改正出入国管理及び難民認定法第２条の３） 
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１２ 

分野別方針について（１４分野） 

人手不足状況

ビルクリー
ニング

37,000人

ビルクリーニ
ング分野特
定技能
１号評価試
験

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・建築物内部の清掃 直接

・厚労省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・厚労省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・「建築物清掃業」又は「建築物環境衛生総合管理業」の登録を受け
ていること

素形材
産業

21,500人

製造分野
特定技能
1号評価試験
(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

　 直接
・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

産業機械
製造業

5,250人

製造分野
特定技能
1号評価試験
(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

直接
・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

電気・電子
情報

関連産業
4,700人

製造分野
特定技能
1号評価試験
(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

直接
・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

・厚労省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・厚労省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・事業所単位での受入れ人数枠の設定

直接介護
介護技能
評価試験(仮)
等

60,000人

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴，食事，
排せつの介助等）のほか，これに付随する支援業務（レクリ
エーションの実施，機能訓練の補助等）
(注)訪問系サービスは対象外

経
産
省

厚
労
省

日本語
能力判定
テスト（仮）
等
 (上記に加
えて)
介護日本
語評価試
験(仮)等

受入れ機関に対して特に課す条件

その他重要事項

分野

人材基準

技能
試験

日本語
試験

従事する業務
雇用
形態

受入れ見込数
（５年間の最大

値）（注）

〔１試験区分〕

〔１試験区分〕

〔１３試験区分〕

〔１３試験区分〕

〔１８試験区分〕

・鋳造

・鍛造

・ダイカスト

・機械加工

・金属プレス加工

・工場板金

・めっき

・アルミニウム

陽極酸化処理

・仕上げ

・機械加工

・金属プレス加工

・工場板金

・めっき

・仕上げ

・機械保全

・電子機器組立て

・電気機器組立て

・プリント配線板製造

・プラスチック成形

・塗装

・溶接

・工業包装

・機械検査

・機械保全

・塗装

・溶接

・鋳造

・鍛造

・ダイカスト

・機械加工

・塗装

・鉄工

・電子機器組立て

・電気機器組立て

・プリント配線板製造

・プラスチック成形

・金属プレス加工

・溶接

・工場板金

・めっき

・仕上げ

・機械検査

・機械保全

・工業包装



１３ 

分野別方針について（１４分野） 

人手不足状況

建設 40,000人

建設分野
特定技能
1号評価試験
（仮）等

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

直接

・外国人の受入れに関する建設業者団体に所属すること
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・建設業法の許可を受けていること
・日本人と同等以上の報酬を安定的に支払い，技能習熟に応じて昇
給を行う契約を締結していること
・雇用契約に係る重要事項について，母国語で書面を交付して説明す
ること
・受入れ建設企業単位での受入れ人数枠の設定
・報酬等を記載した「建設特定技能受入計画」について，国交省の認
定を受けること
・国交省等により，認定を受けた「建設特定技能受入計画」を適正に
履行していることの確認を受けること
・特定技能外国人を建設キャリアアップシステムに登録すること
等

造船・
舶用工業

13,000人

造船・舶用工
業分野
特定技能
1号試験(仮)
等

日本語
能力判定
テスト(仮）
等

直接

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条
件を満たす登録支援機関に委託すること

自動車
整備

7,000人

自動車整備
特定技能評
価試験（仮）
等

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・自動車の日常点検整備，定期点検整備，分解整備 直接

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条
件等を満たす登録支援機関に委託すること
・道路運送車両法に基づく認証を受けた事業場であること

航空 2,200人

航空分野技
能評価試験
（空港グランド
ハンドリング
又は航空機
整備)（仮）

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・空港グランドハンドリング（地上走行支援業務，手荷物・貨
物取扱業務等）
・航空機整備（機体，装備品等の整備業務等）

直接

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条
件を満たす登録支援機関に委託すること
・空港管理規則に基づく構内営業承認等を受けた事業者又は航空法
に基づく航空機整備等に係る認定事業場等であること

宿泊 22,000人
宿泊業
技能測定
試験(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・フロント，企画・広報，接客，レストランサービス等の宿泊
サービスの提供

直接

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条
件を満たす登録支援機関に委託すること
・「旅館・ホテル営業」の許可を受けた者であること
・風俗営業関連の施設に該当しないこと
・風俗営業関連の接待を行わせないこと

分野

人材基準 その他重要事項

受入れ見込数
（５年間の最大

値）（注）

技能
試験

日本語
試験

従事する業務
雇用
形態

受入れ機関に対して特に課す条件

国
交
省

〔１試験区分〕

〔６試験区分〕

〔１１試験区分〕

・溶接

・塗装

・鉄工

・仕上げ

・機械加工

・電気機器組立て

・型枠施工

・左官

・コンクリート圧送

・トンネル推進工

・建設機械施工

・土工

・屋根ふき

・電気通信

・鉄筋施工

・鉄筋継手

・内装仕上げ

／表装

〔２試験区分〕

〔１試験区分〕

③－２



１４ 

分野別方針について（１４分野） 

人手不足状況

農業 36,500人

農業技能
測定試験（耕
種農業全般
又は畜産農
業全般）(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・耕種農業全般（栽培管理，農産物の集出荷・選別等）
・畜産農業全般（飼養管理，畜産物の集出荷・選別等）

直接

派遣

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，協議会
に対し必要な協力を行う登録支援機関に委託すること
・労働者を一定期間以上雇用した経験がある農業経営体であること

漁業 9,000人

漁業技能
測定試験（漁
業又は養殖
業(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・漁業（漁具の製作・補修，水産動植物の探索，漁具・漁労
機械の操作，水産動植物の採捕，漁獲物の処理・保蔵，安
全衛生の確保等）
・養殖業（養殖資材の製作・補修・管理，養殖水産動植物
の育成管理・収獲（穫）・処理，安全衛生の確保等）

直接

派遣

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・農水省が組織する協議会において協議が調った措置を講じること
・登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，分野固
有の基準に適合している登録支援機関に限ること

飲食料品
製造業

34,000人

飲食料品
製造業
技能測定
試験(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加
工，安全衛生）

直接
・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

外食業 53,000人
外食業
技能測定
試験(仮)

日本語
能力判定
テスト（仮）
等

・外食業全般（飲食物調理，接客，店舗管理） 直接

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・風俗営業関連の営業所に就労させないこと
・風俗営業関連の接待を行わせないこと

その他重要事項

受入れ見込数
（５年間の最大

値）（注）

技能
試験

日本語
試験

従事する業務
雇用
形態

受入れ機関に対して特に課す条件

（注）１４分野の受入れ見込数（５年間の最大値）の合計：３４５,１５０人

農
水
省

分野

人材基準

〔１試験区分〕

〔１試験区分〕

〔２試験区分〕

〔２試験区分〕



 ○ 受入れ機関が外国人と結ぶ雇用契約が満たすべき基準                                     
  ・ 報酬額が日本人が従事する場合の額と同等以上であること 
  ・ 一時帰国を希望した場合，休暇を取得させるものとしていること 
  ・ 外国人が帰国旅費を負担できないときは，受入れ機関が負担するととも 
   に契約終了後の出国が円滑になされる措置を講ずることとしていること 
                                              など 
 ○ 受入れ機関自体が満たすべき基準 
  ・ 労働，社会保険及び租税に関する法令を遵守していること 
  ・ １年以内に特定技能外国人と同種の業務に従事する労働者を非自発的 
   に離職させていないこと 
  ・ １年以内に受入れ機関の責めに帰すべき事由により行方不明者を発生 
   させていないこと 
  ・ 欠格事由（５年以内に出入国・労働法令違反がない等）に該当しないこと 
  ・ 報酬を預貯金口座への振込等により支払うこと 
  ・ 中長期在留者の受入れ又は管理を適正に行った実績があり，かつ，役 
   職員の中から，支援責任者及び支援担当者を選任していること（兼任可） 
   等（＊） 
   ・ 外国人が十分理解できる言語で支援を実施することができる体制を有し 
   ていること（＊） 
  ・ 支援責任者等が欠格事由に該当しないこと（＊） など 
   （注）上記のうち＊を付した基準は，登録支援機関に支援を全部委託する場合には不要 

  
 ○ 支援計画が満たすべき基準 
    β 基本方針記載の支援の内容を規定 

 ○ 登録支援機関の登録に関する規定等 

  ・ 支援責任者及び支援担当者が選任されていること（兼
任可） 

  ・ 中長期在留者の受入れ又は管理を適正に行った実績
があること等 

  ・ 外国人が十分理解できる言語で支援を実施すること 

   ができる体制を有していること  など  

  

 ○ 受入れ機関の届出事項等 

                  

 ○ その他 

  ・ 特定技能１号の在留期間は通算で５年 

  ・ １回当たりの在留期間（更新可能）は， 

      特定技能１号 １年，６か月又は４か月 

      特定技能２号 ３年，１年又は６か月 など 

 ○ 外国人本人に関する基準 

  ・ １８歳以上であること 

  ・ 健康状態が良好であること 

  ・ 保証金の徴収等をされていないこと 

  ・ 送出し国で遵守すべき手続が定められている場合 

   は，その手続を経ていること 

  ・ 特定技能１号：必要な技能水準及び日本語能力水準 
    （注） 技能実習２号を良好に修了している者は試験を免除 

  ・ 特定技能２号：必要な技能水準 

                                  など 

１ 新たに設けた省令（２省令） 

① 上陸基準省令 

（注） 新たな外国人材受入れに関する政令としては，登録支援機関の登録手数料額（登録時２万８，４００円，更新時１万１，１００円），登録支援機関
の登録拒否事由に関する規定の整備 

① 特定技能基準省令 

② 出入国管理及び難民認定法施行規則 

２ 既存の省令の改正（２省令） 

② 分野省令 

 ○ 受入れ分野，技能水準 

    β分野別運用方針を反映させた形で規定  

 

ǦǱẆᶮ˲ ֞Њȓǲ ǠȒ ̉ǵ ἧ 

1  

Immigration Services Agency of Japan 

出入国在留管理庁 



 ■ 特定技能１号，特定技能２号に共通の基準  

  ① １８歳以上であること 

  ② 健康状態が良好であること 

  ③ 退去強制の円滑な執行に協力する外国政府が発行した旅券を所持していること 

  ④ 保証金の徴収等をされていないこと 

  ⑤ 外国の機関に費用を支払っている場合は，額・内訳を十分に理解して機関との間で合意していること 

  ⑥ 送出し国で遵守すべき手続が定められている場合は，その手続を経ていること 

  ⑦ 食費，居住費等外国人が定期に負担する費用について，その対価として供与される利益の内容を十分
に理解した上で合意しており，かつ，その費用の額が実費相当額その他の適正な額であり，明細書その
他の書面が提示されること 

  ⑧ 分野に特有の基準に適合すること（β分野所管省庁の定める告示で規定） 

 ■ 特定技能１号のみの基準  

  ① 必要な技能及び日本語能力を有していることが，試験その他の評価方法により証明されていること（た 

   だし，技能実習２号を良好に修了している者であり，かつ，技能実習において修得した技能が，従事しよう 

   とする業務において要する技能と関連性が認められる場合は，これに該当する必要がない） 

  ② 特定技能１号での在留期間が通算して５年に達していないこと 

 ■ 特定技能２号のみの基準  

  ① 必要な技能を有していることが，試験その他の評価方法により証明されていること 

  ② 技能実習生の場合は，技能の本国への移転に努めるものと認められること 

ὑ Ẇᶮ˲ǲ ǠȒḨ  
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֞Њȓ ǲ ǠȒḨ Ū 

■特定技能雇用契約が満たすべき基準 
  ① 分野省令で定める技能を要する業務に従事させるものであること 

  ② 所定労働時間が，同じ受入れ機関に雇用される通常の労働者の所定労働時間と同等であること 

  ③ 報酬額が日本人が従事する場合の額と同等以上であること 

  ④ 外国人であることを理由として，報酬の決定，教育訓練の実施，福利厚生施設の利用その他の待遇に

ついて，差別的な取扱いをしていないこと 

  ⑤ 一時帰国を希望した場合，休暇を取得させるものとしていること 

  ⑥ 労働者派遣の対象とする場合は，派遣先や派遣期間が定められていること 

  ⑦ 外国人が帰国旅費を負担できないときは，受入れ機関が負担するとともに契約終了後の出国が円滑に

なされるよう必要な措置を講ずることとしていること 

  ⑧ 受入れ機関が外国人の健康の状況その他の生活の状況を把握するために必要な措置を講ずることと

していること 

  ⑨ 分野に特有の基準に適合すること（β分野所管省庁の定める告示で規定） 
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֞Њȓ ǲ ǠȒḨ ū 

■受入れ機関自体が満たすべき基準 
  ① 労働，社会保険及び租税に関する法令を遵守していること 

  ② １年以内に特定技能外国人と同種の業務に従事する労働者を非自発的に離職させていないこと 

  ③ １年以内に受入れ機関の責めに帰すべき事由により行方不明者を発生させていないこと 

  ④ 欠格事由（５年以内に出入国・労働法令違反がないこと等）に該当しないこと 

  ⑤ 特定技能外国人の活動内容に係る文書を作成し，雇用契約終了日から１年以上備えて置くこと 

  ⑥ 外国人等が保証金の徴収等をされていることを受入れ機関が認識して雇用契約を締結していないこと 

  ⑦ 受入れ機関が違約金を定める契約等を締結していないこと 

  ⑧ 支援に要する費用を，直接又は間接に外国人に負担させないこと 

  ⑨ 労働者派遣の場合は，派遣元が当該分野に係る業務を行っている者などで，適当と認められる者であ

るほか，派遣先が①～④の基準に適合すること 

  ⑩ 労災保険関係の成立の届出等の措置を講じていること 

  ⑪ 雇用契約を継続して履行する体制が適切に整備されていること 

  ⑫ 報酬を預貯金口座への振込等により支払うこと 

  ⑬ 分野に特有の基準に適合すること（β分野所管省庁の定める告示で規定） 
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■受入れ機関自体が満たすべき基準（支援体制関係） 

 β 登録支援機関に支援を全部委託する場合には満たすものとみなされます。 

  ① 以下のいずれかに該当すること 

   ア 過去２年間に中長期在留者（就労資格のみ。以下同じ。）の受入れ又は管理を適正に行った実績が

あり，かつ，役職員の中から，支援責任者及び支援担当者（事業所ごとに１名以上。以下同じ。）を選任

していること（支援責任者と支援担当者は兼任可。以下同じ） 

   イ 役職員で過去２年間に中長期在留者の生活相談等に従事した経験を有するものの中から，支援責

任者及び支援担当者を選任していること 

   ウ ア又はイと同程度に支援業務を適正に実施することができる者で，役職員の中から，支援責任者及

び支援担当者を選任していること  

  ② 外国人が十分理解できる言語で支援を実施することができる体制を有していること 

  ③ 支援状況に係る文書を作成し，雇用契約終了日から１年以上備えて置くこと 

  ④ 支援責任者及び支援担当者が，支援計画の中立な実施を行うことができ，かつ，欠格事由に該当しな 

    いこと 

  ⑤ ５年以内に支援計画に基づく支援を怠ったことがないこと 

  ⑥ 支援責任者又は支援担当者が，外国人及びその監督をする立場にある者と定期的な面談を実施する 

    ことができる体制を有していること 

  ⑦ 分野に特有の基準に適合すること（β分野所管省庁の定める告示で規定） 

 

 

                       

֞Њȓ ǲ ǠȒḨ Ŭ 
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① 支援計画にア～オを記載すること 

 ア 支援の内容 

  ・ 本邦入国前に，本邦で留意すべき事項に関する情報の提供を実施

すること 

  ・ 出入国しようとする飛行場等において外国人の送迎をすること 

  ・ 賃貸借契約の保証人となることその他の適切な住居の確保に係る支

援，預貯金口座の開設及び携帯電話の利用に関する契約その他の生

活に必要な契約に係る支援をすること 

  ・ 本邦入国後に，本邦での生活一般に関する事項等に関する情報の

提供を実施すること 

  ・ 外国人が届出等の手続を履行するに当たり，同行等をすること 

  ・ 生活に必要な日本語を学習する機会を提供すること 

  ・ 相談・苦情対応，助言，指導等を講じること 

  ・ 外国人と日本人との交流の促進に係る支援をすること 

  ・ 外国人の責めに帰すべき事由によらないで雇用契約を解除される場

合において，新しい就職先で活動を行うことができるようにするための

支援をすること 

  ・ 支援責任者又は支援担当者が外国人及びその監督をする立場にあ

る者と定期的な面談を実施し，労働関係法令違反等の問題の発生を

知ったときは，その旨を関係行政機関に通報すること 

ǲ ǠȒḨ  

■支援計画が満たすべき基準 

   

  イ 登録支援機関に支援を全部委託する場合は，委託契約の内容等 

  ウ 登録支援機関以外に委託する場合は，委託先や委託契約の内容 

  エ 支援責任者及び支援担当者の氏名及び役職名 

  オ 分野に特有の事項 

② 支援計画は，日本語及び外国人が十分理解できる言語により作成し，

外国人にその写しを交付しなければならないこと 

③ 支援の内容が，外国人の適正な在留に資するものであって，かつ，受

入れ機関等において適切に実施することができるものであること 

④ 本邦入国前の情報の提供の実施は，対面又はテレビ電話装置等によ

り実施されること 

⑤ 情報の提供の実施，相談・苦情対応等の支援が，外国人が十分理解

できる言語で実施されること 

⑥ 支援の一部を他者に委託する場合にあっては，委託の範囲が明示さ

れていること 

⑦ 分野に特有の基準に適合すること（β分野所管省庁の定める告示で規

定）  
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■登録支援機関の登録拒否事由   

β 次に掲げる登録拒否事由に該当しなければ，法人のみならず個人であっても登録が認められます。 

 ① 関係法律による刑罰に処せられ，その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

 ② 心身の故障により支援業務を適正に行うことができない者，破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等 

 ③ 登録支援機関としての登録を取り消された日から５年を経過しない者（取り消された法人の役員であった者を含む） 

 ④ 登録の申請の日前５年以内に出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく不当な行為をした者 

 ⑤ 暴力団員等暴力団排除の観点から定める事由に該当する者 

 ⑥ 受入れ機関や技能実習制度における実習実施者等であった場合において，過去１年間に自らの責めに帰すべき事由により

行方不明者を発生させている者 

 ⑦ 支援責任者及び支援担当者が選任されていない者（支援責任者と支援担当者との兼任は可） 

 ⑧ 次のいずれにも該当しない者 

  ア 過去２年間に中長期在留者の受入れ又は管理を適正に行った実績がある者であること 

  イ 過去２年間に報酬を得る目的で業として本邦在留外国人に関する各種相談業務に従事した経験を有する者であること 

  ウ 支援責任者及び支援担当者が過去５年間に２年以上中長期在留者の生活相談業務に従事した一定の経験を有する者であること 

  エ ア～ウと同程度に支援業務を適正に実施することができる者であること 

 ⑨ 外国人が十分理解できる言語による情報提供・相談等の支援を実施することができる体制を有していない者 

 ⑩ 支援業務の実施状況に係る文書を作成し，雇用契約終了日から１年以上備え置かない者 

 ⑪ 支援責任者又は支援担当者が一定の前科がある等の欠格事由に該当する者 

 ⑫ 支援に要する費用を，直接又は間接に外国人に負担させる者 

 ⑬ 支援委託契約を締結するに当たり，受入れ機関に対し，支援に要する費用の額及び内訳を示さない者 

ǵ ˗ב  
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β 資格外活動許可を受けた場合は，一定の範囲内で就労が認められる。 

在留資格 該当例 

文化活動 日本文化の研究者等 

短期滞在 観光客，会議参加者等 

留学 大学，専門学校，日本語学校等の学生 

研修 研修生 

家族滞在 就労資格等で在留する外国人の配偶者，子 

在留資格 該当例 
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ὕ ǯ ὑ ǵѰ↓  

技能実習（団体監理型） 特定技能（１号） 

関係法令 
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する 
法律／出入国管理及び難民認定法 

出入国管理及び難民認定法 

在留資格 ₈ ₉ ₈ ₉ 

在留期間 
 

≢  
通算５年 

外国人の技能水準 なし 相当程度の知識又は経験が必要 

入国時の試験 
なし 

（介護職種のみ入国時N４レベルの日本語能力要件あり） 
╩ ≢  

╩ ⌐ ⇔√ │  

送出機関 外国政府の推薦又は認定を受けた機関 なし 

 
監理団体 

あり 
（非営利の事業協同組合等が実習実施者への監査その他の監理事
業を行う。主務大臣による許可制） 

なし 

 
支援機関 なし 

あり 
（個人又は団体が受入れ機関からの委託を受けて特定技能外国人に住居
の確保その他の支援を行う。出入国在留管理庁による登録制） 

外国人と受入れ機
関のマッチング 

通常監理団体と送出機関を通して行われる 
受入れ機関が直接海外で採用活動を行い又は国内外のあっせん機関等を
通じて採用することが可能 

受入れ機関の 
人数枠 

 常勤職員の総数に応じた人数枠あり 人数枠なし（介護分野，建設分野を除く） 

活動内容 

技能実習計画に基づいて，講習を受け，及び技能等に係る業務に従
事する活動（１号） 
技能実習計画に基づいて技能等を要する業務に従事する活動（２号，
３号）                     （非専門的・技術的分野） 

相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する活動 
（専門的・技術的分野） 

転籍・転職 
原則不可。ただし，実習実施者の倒産等やむを得ない場合や，２号か
ら３号への移行時は転籍可能 

同一の業務区分内又は試験によりその技能水準の共通性が確認されてい
る業務区分間において転職可能 

③ 
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技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野（業務区分）との関係について（１／４） 

④－１ 

１　農業関係（２職種６作業） ３　建設関係（２２職種３３作業） 

職種名 作業名 分野（業務区分） 職種名 作業名 分野（業務区分）

施設園芸 さく井 パーカッション式さく井工事

畑作・野菜 ロータリー式さく井工事

果樹 建築板金 ダクト板金

養豚 内外装板金

養鶏 冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工

酪農 建具製作 木製建具手加工

建築大工 大工工事

２　漁業関係（２職種９作業） 型枠施工 型枠工事 建設（型枠施工）

職種名 作業名 分野（業務区分） 鉄筋施工 鉄筋組立て 建設（鉄筋施工）

かつお一本釣り漁業 と　び と　び

延縄漁業 石材加工

いか釣り漁業 石張り

まき網漁業 タイル張り タイル張り

ひき網漁業 かわらぶき かわらぶき 建設（屋根ふき）

刺し網漁業 左官 左官 建設（左官）

定置網漁業 配管 建築配管

かに・えびかご漁業 プラント配管

養殖業 ほたてがい・まがき養殖 漁業（養殖業） 熱絶縁施工 保温保冷工事

内装仕上げ施工 プラチック系床仕上げ工事

カーペット系床上げ工事

鋼製下地工事

ボード仕上げ工事

カーテン工事

サッシ施工 ビル用サッシ施工

防水施工 シーリング防水工事

コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事 建設（コンクリート圧送）

ウエルポイント施工 ウエルポイント工事

表装 壁装 建設（表装）

建設機械施工 押土・整地

積込み

掘削

締固め

築炉 築炉

耕種農業

畜産農業

漁船漁業

農業（耕種農業全般）

農業（畜産農業全般）

建設（内装仕上げ）

漁業（漁業）

石材施工

建設（建設機械施工）

技能実習制度 移行対象職種・作業一覧（平成30年12年28日現在 80職種144作業） 



技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野（業務区分）との関係について（２／４） 

④－２ 

４　食品製造関係（１１職種１６作業） ５　繊維・衣服関係（１３職種２２作業） 

職種名 作業名 職種名 作業名

缶詰巻締 缶詰巻締 前紡工程

食鳥処理加工業 食鳥処理加工 静紡工程

節類製造 巻糸工程

加熱乾製品製造 合ねん糸工程

調味加工品製造 準備工程

くん製品製造 製織工程

塩蔵品製造 仕上工程

乾製品製造 糸浸染

発酵食品製造 織物・ニット浸染

水産練り製品製造 かまぼこ製品製造 靴下製造

牛豚食肉処理加工業 牛豚部分肉製造 丸編みニット製造

ハム・ソーセージ・ベーコン製造 ハム・ソーセージ・ベーコン製造 たて編ニット生地製造 たて編ニット生地製造

パン製造 パン製造 婦人子供服製造 婦人子供既製服縫製

そう菜製造業 そう菜加工 紳士服製造 紳士既製服製造

農産物漬物製造業 農産物漬物製造 下着類製造 下着類製造

医療・福祉施設給食製造 医療・福祉施設給食製造 寝具製作 寝具製作

織じゅうたん製造

タフテッドカーペット製造

ニードルパンチカーペット製造

帆布製品製造 帆布製品製造

布はく縫製 ワイシャツ製造

座席シート縫製 自動車シート縫製

分野（業務区分）

ニット製品製造

分野（業務区分）

飲食料品製造業全般
（飲食料品製造業全般（飲食料品
（酒類を除く。）の製造・加工・安全
衛生））

加熱性水産加工
食品製造業

非加熱性水産加工
食品製造業

紡績運転

外食業

織布運転

染　色

カーペット製造

技能実習制度 移行対象職種・作業一覧（平成30年12年28日現在 80職種144作業） 



技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野（業務区分）との関係について（３／４） 
６　機械・金属関係（１５職種２９作業） 

職種名 作業名

鋳鉄鋳物鋳造

非鉄金属鋳物鋳造

ハンマ型鍛造

プレス型鍛造

ホットチャンバダイカスト

コールドチャンバダイカスト

普通旋盤

フライス盤

数値制御旋盤

マシニングセンタ

金属プレス加工 金属プレス 素形材産業
（金属プレス加工）

産業機械製造業
（金属プレス加工）

電気・電子情報関連産業
（金属プレス加工）

鉄工 構造物鉄工 産業機械製造業
（鉄工）

造船・舶用工業
（鉄工）

工場板金 機械板金 素形材産業
（工場板金）

産業機械製造業
（工場板金）

電気・電子情報関連産業
（工場板金）

電気めっき

溶融亜鉛めっき

アルミニウム陽極酸化処理 陽極酸化処理 素形材産業(アルミニウム)

治工具仕上げ

金型仕上げ

機械組立仕上げ

機械検査 機械検査 素形材産業
（機械検査）

産業機械製造業
（機械検査）

機械保全 機械系保全 素形材産業
（機械保全）

産業機械製造業
（機械保全）

電気・電子情報関連産業
（機械保全）

電子機器組立て 電子機器組立て 産業機械製造業
（電子機器組立て）

電気・電子情報関連産業
（電子機器組立て）

回転電機組立て

変圧器組立て

配電盤・制御盤組立て

開閉制御器具組立て

回転電機巻線製作

プリント配線板設計

プリント配線板製造

プリント配線板製造

産業機械製造業
（仕上げ）

産業機械製造業
（電気機器組立て）

産業機械製造業
（プリント配線板製造）

電気・電子情報関連産業
（電気機器組立て）

電気・電子情報関連産業
（プリント配線板製造）

仕上げ
素形材産業
（仕上げ）

電気・電子情報関連産業
（仕上げ）

造船・舶用工業
（仕上げ）

電気機器組立て

造船・舶用工業
（電気機器組立て）

電気・電子情報関連産業
（機械加工）

造船・舶用工業
（機械加工）

めっき 素形材産業
（めっき）

産業機械製造業
（めっき）

電気・電子情報関連産業
（めっき）

ダイカスト 素形材産業
（ダイカスト）

機械加工

素形材産業
（機械加工）

産業機械製造業
（鋳造）

産業機械製造業
（鍛造）

産業機械製造業
（ダイカスト）

産業機械製造業
（機械加工）

分野（業務区分）

鋳造 素形材産業
（鋳造）

鍛造 素形材産業
（鍛造）

④－３ 技能実習制度 移行対象職種・作業一覧（平成30年12年28日現在 80職種144作業） 



技能実習２号移行対象職種と特定技能１号における分野（業務区分）との関係について（４／４） 
７　その他（１４職種２６作業） 

職種名 作業名

家具製作 家具手加工

印刷 オフセット印刷

製本 製本

圧縮成形

射出成形

インフレーション成形

ブロー成形

強化プラスチック成形 手積み積層成形

建築塗装

金属塗装 造船・舶用工業（塗装）

鋼橋塗装

噴霧塗装 造船・舶用工業（塗装）

手溶接

半自動溶接

工業包装 工業包装 産業機械製造業
（工業包装）

電気・電子情報関連産業
（工業包装）

印刷箱打抜き

印刷箱製箱

貼箱製造

段ボール箱製造

機械ろくろ成形

圧力鋳込み成形

パッド印刷

自動車整備 自動車整備

ビルクリーニング ビルクリーニング

介護 介護

リネンサプライ リネンサプライ仕上げ

○　社内検定型の職種・作業（１職種３作業） 

職種名 作業名

航空機地上支援

航空貨物取扱

客室清掃

電気・電子情報関連産業
（プラスチック成形）

塗装

素形材産業
（塗装）

産業機械製造業
（塗装）

電気・電子情報関連産業
（塗装）

造船・舶用工業（溶接）

分野（業務区分）

空港グランドハンドリング

溶接

紙器・段ボール箱製造

陶磁器工業製品製造

自動車整備

ビルクリーニング

介護

素形材産業
（溶接）

産業機械製造業
（溶接）

電気・電子情報関連産業
（溶接）

分野（業務区分）

プラスチック成形

産業機械製造業
（プラスチック成形）

航空（空港グランドハンドリング）

④－４ 技能実習制度 移行対象職種・作業一覧（平成30年12年28日現在 80職種144作業） 



１　介護 ４　産業機械製造業 ５　電気・電子情報関連産業

職種名 作業名 職種名 作業名 職種名 作業名

介護 介護 鋳鉄鋳物鋳造 普通旋盤
（注）平成２９年１１月１日から対象職種に追加 非鉄金属鋳物鋳造 フライス盤

ハンマ型鍛造 数値制御旋盤
プレス型鍛造 マシニングセンタ
ホットチャンバダイカスト 金属プレス加工 金属プレス

２　ビルクリーニング コールドチャンバダイカスト 工場板金 機械板金

職種名 作業名 普通旋盤 電気めっき
ビルクリーニング ビルクリーニング フライス盤 溶融亜鉛めっき

数値制御旋盤 治工具仕上げ
マシニングセンタ 金型仕上げ

金属プレス加工 金属プレス 機械組立仕上げ
３　素形材産業 鉄工 構造物鉄工 機械保全 機械系保全

職種名 作業名 工場板金 機械板金 電子機器組立て 電子機器組立て
鋳鉄鋳物鋳造 電気めっき 回転電機組立て
非鉄金属鋳物鋳造 溶融亜鉛めっき 変圧器組立て
ハンマ型鍛造 治工具仕上げ 配電盤・制御盤組立て
プレス型鍛造 金型仕上げ 開閉制御器具組立て
ホットチャンバダイカスト 機械組立仕上げ 回転電機巻線製作
コールドチャンバダイカスト 機械検査 機械検査 プリント配線板設計

普通旋盤 機械保全 機械系保全 プリント配線板製造
フライス盤 電子機器組立て 電子機器組立て 圧縮成形

数値制御旋盤 回転電機組立て 射出成形
マシニングセンタ 変圧器組立て インフレーション成形

金属プレス加工 金属プレス 配電盤・制御盤組立て ブロー成形
工場板金 機械板金 開閉制御器具組立て 建築塗装

電気めっき 回転電機巻線製作 金属塗装
溶融亜鉛めっき プリント配線板設計 鋼橋塗装

アルミニウム陽極酸化処理 アルミニウム陽極酸化処理 プリント配線板製造 噴霧塗装
治工具仕上げ 圧縮成形 手溶接
金型仕上げ 射出成形 半自動溶接
機械組立仕上げ インフレーション成形 工業包装 工業包装

機械検査 機械検査 ブロー成形
機械保全 機械系保全 建築塗装

建築塗装 金属塗装
金属塗装 鋼橋塗装
鋼橋塗装 噴霧塗装

噴霧塗装 手溶接
手溶接 半自動溶接

半自動溶接 工業包装 工業包装

プラスチック成形

塗装

溶接

めっき

仕上げ

電気機器組立て

プリント配線板
製造

プラスチック成形

機械加工

めっき

仕上げ

電気機器組立て

プリント配線板
製造

溶接

鋳造

鍛造

ダイカスト

機械加工

仕上げ

塗装

鋳造

鍛造

ダイカスト

機械加工

めっき

塗装

溶接

特定技能１号における分野と技能実習２号移行対象職種との関係について 

⑤－１ 



⑤－２ 

特定技能１号における分野と技能実習２号移行対象職種との関係について 

６　建設 ８　自動車整備 １３　飲食料品製造業

職種名 作業名 職種名 作業名 職種名 作業名
型枠施工 型枠工事作業 自動車整備 自動車整備 缶詰巻締 缶詰巻締

左官 左官作業 食鳥処理加工業 食鳥処理加工
コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業 節類製造

押土・整地作業 加熱乾製品製造
積込み作業 ９　航空 調味加工品製造

掘削作業 職種名 作業名 くん製品製造
締固め作業 空港グランドハンドリング 航空機地上支援 塩蔵品製造

かわらぶき かわらぶき作業 乾製品製造
鉄筋施工 鉄筋組立て作業 発酵食品製造

プラスチック系床仕上げ工事作業 水産練り製品製造 かまぼこ製品製造
カーペット系床仕上げ工事作業 １０　宿泊 牛豚食肉処理加工業 牛豚部分肉製造

鋼製下地工事作業 職種名 作業名 ハム・ソーセージ・ベーコン製造 ハム・ソーセージ・ベーコン製造

ボード仕上げ工事作業 パン製造 パン製造

カーテン工事作業 そう菜製造業 そう菜加工
表装 壁装作業 農産物漬物製造業 農産物漬物製造

１１　農業

７　造船・舶用工業 職種名 作業名 １４　外食業

職種名 作業名 施設園芸 職種名 作業名
手溶接 畑作・野菜 医療・福祉施設給食製造 医療・福祉施設給食製造

半自動溶接 果樹 （注）平成３０年１１月１６日から対象職種に追加
金属塗装作業 養豚
噴霧塗装作業 養鶏

鉄工 構造物鉄工作業 酪農

治工具仕上げ作業
金型仕上げ作業 １２　漁業

機械組立仕上げ作業 職種名 作業名
普通旋盤作業 かつお一本釣り漁業
数値制御旋盤作業 延縄漁業
フライス盤作業 いか釣り漁業
マシニングセンタ作業 まき網漁業
回転電機組立て作業 ひき網漁業
変圧器組立て作業 刺し網漁業
配電盤・制御盤組立て作業 定置網漁業
開閉制御器具組立て作業 かに・えびかご漁業
回転電機巻線製作作業 養殖業 ほたてがい・まがき養殖

機械加工

電気機器組立て

漁船漁業

加熱性水産加工
食品製造業

非加熱性水産加工
食品製造業

耕種農業

畜産農業

建設機械施工

内装仕上げ施工

溶接

塗装

仕上げ



在留資格「特定技能」についての問合せ先（法務省） 

⑥－１ 



⑥－２ 

在留資格「特定技能」についての問合せ先 

官署名 住所・担当部署 連絡先 官署名 住所・担当部署 連絡先

国土交通省海事局 東京都千代田区霞が関2-1-3 ＴＥＬ　03-5253-8634 　中国地方整備局 広島市中区八丁堀2-15 ＴＥＬ  082-221-9231

船舶産業課 建政部計画・建設産業課
　北海道運輸局 北海道札幌市中央区大通西10 ＴＥＬ　011-290-1012 　四国地方整備局 高松市 サンポート3番33号 ＴＥＬ  087-811-8314

海事振興部旅客・船舶産業課 建政部計画・建設産業課
　東北運輸局 宮城県仙台市宮城野区鉄砲町1 ＴＥＬ　022-791-7512 　九州地方整備局 福岡県福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号 ＴＥＬ  092-471-6331

海事振興部海事産業課 建政部建設産業課 （内線：6147,6142）
　関東運輸局 神奈川県横浜市中区北仲通5-57 ＴＥＬ　045-211-7223 　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2丁目1番1号 ＴＥＬ　098-866-1910

海事振興部船舶産業課 開発建設部建設産業・地方整備課

　北陸信越運輸局 新潟県新潟市中央区美咲町1-2-1 ＴＥＬ　025-285-9156

海事部海事産業課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　中部運輸局 愛知県名古屋市中区三の丸2-2-1 ＴＥＬ　052-952-8020 国土交通省観光庁 東京都千代田区霞が関2-1-2 ＴＥＬ　03-5253-8367
海事振興部船舶産業課 観光産業課観光人材政策室

　近畿運輸局 大阪府大阪市中央区大手前4-1-76 ＴＥＬ　06-6949-6425 　北海道運輸局 北海道札幌市中央区大通西10丁目 ＴＥＬ　011-290-2700
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　神戸運輸監理部 兵庫県神戸市中央区波止場町1-1 ＴＥＬ　078-321-3148 　東北運輸局 宮城県仙台市宮城野区鉄砲町1番地 ＴＥＬ　022-791-7509
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　中国運輸局 広島県広島市中区上八丁堀6-30 ＴＥＬ　082-228-3691 　関東運輸局 神奈川県横浜市中区北仲通5-57 ＴＥＬ　045-211-1255
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　四国運輸局 香川県高松市サンポート3-33 ＴＥＬ　087-802-6816 　北陸信越運輸局 新潟県新潟市中央区美咲町1-2-1 ＴＥＬ　025-285-9181
海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課

　九州運輸局
福岡県福岡市博多区博多駅東2-
11-1

ＴＥＬ　092-472-3158 　中部運輸局 愛知県名古屋市中区三の丸2-2-1 ＴＥＬ　052-952-8045

海事振興部船舶産業課 観光部観光企画課
　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2-1-1 ＴＥＬ　098-866-1838 　近畿運輸局 大阪府大阪市中央区大手前4-1-76 ＴＥＬ　06-6949-6466

運輸部船舶船員課 観光部観光企画課

　中国運輸局 広島県広島市中区上八丁堀6-30 ＴＥＬ　082-228-8701

観光部観光企画課

官署名 住所・担当部署 連絡先 　四国運輸局 香川県高松市サンポート3-33 ＴＥＬ　087-802-6735

国土交通省
土地・建設産業局

東京都千代田区霞が関2-1-3 ＴＥＬ　03-5253-8283 観光部観光企画課

建設市場整備課
　九州運輸局

福岡県福岡市博多区
博多駅東2-11-1

ＴＥＬ　092-472-2330

　北海道開発局 札幌市北区北8条西2丁目 ＴＥＬ　011-709-2311 観光部観光企画課
事業振興部建設産業課 （内線：5895） 　沖縄総合事務局 沖縄県那覇市おもろまち2-1-1 ＴＥＬ　098-866-1812

　東北地方整備局 仙台市青葉区本町３－３－１ ＴＥＬ  022-263-6131 運輸部企画室

建政部建設産業課 （自動車整備分野）

　関東地方整備局 埼玉県さいたま市中央区新都心2-1 ＴＥＬ　048-601-3151 官署名 住所・担当部署 連絡先

建政部建設産業第一課
国土交通省自動車局 東京都千代田区霞が関2-1-3

ＴＥＬ　03-5253-8111
　　（42426、42414）

　北陸地方整備局 新潟県新潟市中央区美咲町1-1-1 ＴＥＬ　025-370-6571 （航空分野）

建政部計画・建設産業課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　中部地方整備局
愛知県名古屋市中区三の丸2丁目5
番1号

ＴＥＬ　052-953-8572
東京都千代田区霞が関2-1-3

ＴＥＬ　03-5253-8111

建政部建設産業課 航空ネットワーク部 （内線：49114）

　近畿地方整備局 大阪市中央区大手前1-5-44 ＴＥＬ  06-6942-1071
　航空ネットワーク企画課

（空港グランドハンドリング関係）
建政部建設産業第一課 安全部　運航安全課　乗員政策室 （内線：50137）

（航空機整備関係）

（建設分野）

（宿泊分野）

　国土交通省航空局

（造船・舶用工業分野） （建設分野（続き））



⑥－３ 

在留資格「特定技能」についての問合せ先 

官署名 住所・担当部署 連絡先 住所・担当部署 連絡先

農林水産省経営局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-2162 経済産業省製造産業局 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1691

就農・女性課 産業機械課

　北海道農政事務所
北海道札幌市中央区
南22条西6丁目2-22

ＴＥＬ　011-330-8809 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

生産経営産業部担い手育成課 総務課

　東北農政局
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目3番1号

ＴＥＬ　022-221-6217

経営・事業支援部経営支援課 住所・担当部署 連絡先

　関東農政局
埼玉県さいたま市中央区新都心2-1
さいたま新都心合同庁舎2号館

ＴＥＬ　048-740-0394 経済産業省製造産業局 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1063

経営・事業支援部経営支援課 素形材産業室

　北陸農政局 石川県金沢市広坂2丁目2番60号 ＴＥＬ　076-232-4238 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

経営・事業支援部経営支援課 総務課

　東海農政局
愛知県名古屋市中区
三の丸1-2-2

ＴＥＬ　052-223-4620

経営・事業支援部経営支援課 住所・担当部署 連絡先

　近畿農政局
京都府京都市上京区
西洞院通下長者町下る丁子風呂町

ＴＥＬ　075-414-9055
経済産業省
商務情報政策局

東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-6944

経営・事業支援部経営支援課 情報産業課

　中国四国農政局
岡山県岡山市北区
下石井1丁目4番1号

ＴＥＬ　086-224-8842 （製造3分野全体について） 東京都千代田区霞が関1-3-1 ＴＥＬ　03-3501-1689

経営・事業支援部経営支援課 経済産業省製造産業局 総務課

　九州農政局
熊本県熊本市西区
春日2丁目10番1号

ＴＥＬ　096-300-6375

経営・事業支援部経営支援課 官署名 住所・担当部署 連絡先

　沖縄総合事務局
沖縄県那覇市おもろまち2丁目1番1号

那覇第2地方合同庁舎2号館
ＴＥＬ　098-866-1628 農林水産省食料産業局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-7177

農林水産部経営課 食文化・市場開拓課

官署名 住所・担当部署 連絡先 官署名 住所・担当部署 連絡先

農林水産省水産庁 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-2340 農林水産省食料産業局 東京都千代田区霞が関1-2-1 ＴＥＬ　03-6744-7180

企画課漁業労働班 食品製造課

住所・担当部署 連絡先 住所・担当部署 連絡先

厚生労働省社会・援護局 東京都千代田区霞が関1-2-2 ＴＥＬ　03-5253-1111
厚生労働省
医薬・生活衛生局

東京都千代田区霞が関1-2-2 ＴＥＬ　03-5253-1111

福祉人材確保対策室 （内線2125,3146） 生活衛生課 （内線　2432）

（飲食料品製造業分野）

（ビルクリーニング分野）

（電気・電子情報関連産業分野）

（外食分野）

（農業分野） （産業機械製造業分野）

（素形材産業分野）

（漁業分野）

（介護分野）



悪質な仲介事業者・受入れ機関等の排除 
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出入国在留管理庁 
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○外国人の受入れ環境整備を目的として，全国８つの地方出入国在留管理局及び３つの支局に， 
   受入環境調整担当の統括審査官１１人，東京局及び名古屋局においては更に入国審査官各１人の 
   合計１３人の担当者を配置。 

 
＜地方公共団体との窓口役＞ 
○外国人の受入れ環境整備に係る地方公共団体をはじめとした関係機関からの意見聴取 
○在留外国人向けの相談窓口業務の設置・運営に関する地方公共団体からの相談への対応，情報提供，研修の実施 等 

２．主な役割 

外国人との共生社会の実現に向けた諸施策を推進 

１．受入環境調整担当官の配置 

官署名 住所 連絡先 
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 農業の外国人技能実習生受入れの優良事例 
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ṥ Ṧ 

Ḳ 27 Ỉ ṕ Ṗ 

ḯ20 ḯ 13  

ṥ Ṧ 

ḱ  

ḱ ṕỄ Ỉ Ṗ  

 ṕ 5,000 Ṗ 

ḱṡ ︣ Ṣ  

 ṇ ḯ ḯ 

 ︡ ךּ  

 

日本国旗と実習生のフィリピ
ン国旗を牧場事務所前に掲
揚 

実習生が住む社宅 
個室でキッチン・居間８畳，寝
室，風呂・トイレを完備 

「給料はよく部屋も快適で，仕
送りにより家族がトラクタやバ
イクを購入した」と語る実習生
（右） 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

ṥ Ṧṕ 3ể 1 Ṗ 

Ḳ  

Ḳ Ệ ḯ 10 ḯ ṇ Ễ  

Ḳ55 ṕ ḯ Ṗ 

 

 

 

 

 

ṥ Ṧ 

ḱ 16 פּ ṕ Ṗ 

ḱ ḱ  

ḱ ṕ ễ Ṗ  

ḱ ḯ  

ḱ 10  

 

ṥ ḱ ḱ Ṧ 

ḱ צּ   

 ḯ  

ḱ 20 צּ 23  

ḱ ︣ḯ  

 ︣ ḯ שּ  

 

社長（中央）の指導の
下，レタス畑で活躍し
ているインドネシア人

の実習生ら 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

酪農 畑作・野菜 
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